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お伝えしたいポイント

• NYダウは2日間で約7.0％の急落

• 高値警戒感が強まる中で長期金利上昇が契機に

• 堅調な景気や企業業績動向に変化の兆しは見られない

＜NYダウは2日間で約7.0％の急落＞

NYダウは2018年2月２日、2月５日（現地、以下同様）の2日間で約7.0％との急落となりました。2018年1月26日
の史上最高値26,616ドルからも約8.5％の⼤幅下落となっています。
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米国株式急落について
～堅調な景気や企業業績動向に変化の兆しは見られない～

＜高値警戒感が強まる中で長期金利上昇が契機に＞

米国株式市場は①2017年9月から調整らしい調整も無しにほぼ一本調子の上昇を続けていた。②特に、年明け以降の
株価上昇は急ピッチだった。（NYダウは７％以上の上昇）③各種のテクニカル指標などでも高値警戒レベルが示唆されてい
た。④バリューエーション（PER）も過去平均からは割高な⽔準が続いていた。①〜④にあるように米国株式市場はいつ調
整局⾯が訪れても不思議のない状況で、⻑期⾦利（米国10年債利回り）が約4年ぶりの⽔準にまで上昇したことが今回
の急落の契機と思われます。

＜堅調な景気や企業業績動向に変化の兆しは見られない＞

今後の⾒通しにつきましては、急落の契機となった⻑期⾦利の上昇がいったん落ち着いたことや、⼤幅下落で高値警戒感
は後退しつつあります。また、景気⾒通しは一段と改善され、企業業績の⾒通しも⾜元では上⽅修正されているなど、良好
なファンダメンタルズに変化がないことから、時間経過とともに株式市場は落ち着きを取り戻すものと思われます。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外国

取引にあたっては約定代金に対して最大 0.97200％の国内取次手数料（税込）に加

え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を

含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ

たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがありま

す。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用

管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


